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Abstract 
 
Diversification is the preferred hedge to supply chain risks, but many companies use sole sources anyway for 
long-term strategic benefits. The enormous damage caused by the March 2011 magnitude 9.0 earthquake in 
Japan to industrial supply chains warns again that sole sourcing is risky, as many companies or industries 
around the world were halted due to the loss of their sole suppliers in Eastern Japan. In the literature on 
contingency actions, temporary diversification has been seen as a feasible response, especially for rare-but-long 
disruptions. However, little is known about the limits of this approach and the situations where it is applicable. 
This paper describes and compares two disaster recoveries: the well-known Aisin Seiki fire and the less well-
known Riken earthquake, first systematically documented in this paper. Numerous suppliers and competitors 
volunteered to make parts for Aisin Seiki whereas no such response occurred in the Riken case, despite 
important similarities in day-to-day operations strategy: sole or nearly sole sourcing, deep supplier relations, low 
inventory, and severe disruption. Our comparative analysis suggests that characteristics of the affected product 
and/or its production methods (i.e. generic or asset-specific) limit the recovery alternatives. Temporary 
diversification was and remains impossible at Riken due to the high degree of specificity required in the design 
and production methods of the disrupted item. Unawareness of such limits to temporary diversification may 
result in over-optimism regarding its availability and insufficient disaster preparedness. We also briefly describe 
two other European cases. 
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要約 

 調達の分散化は、好ましいサプライチェーンのリスク回避策とされているが、多くの企業は

長期的な戦略上の便益があるために単社発注に頼る。2011 年 3 月の東日本大震災の際、サプラ

イヤーを失い世界中の企業や産業の機能が停止したという、サプライチェーンへの甚大な被害は、

単一の調達先に頼る危険性について改めて警鐘を鳴らした。企業のリスクへの対応行動に関する

研究において、単社発注の供給関係では稀に起こる中長期的な途絶に対して、一時的な供給分散

化は実現可能な対応として見なされてきた。しかし、この方法と実現する条件がどのように限定

されているのかは明らかにされていない。本稿は、災害からの復旧に関する 2 つの事例――よ

く知られたアイシン精機株式会社の火災事故と、海外ではさほど知られていない株式会社リケン

の 2007 年の新潟県中越沖地震の時の事例――を比較検討する。前者では、多数のサプライヤー

と競合メーカーが、急きょアイシン精機の代わりに部品生産を引き受けた。しかし後者では、多

くの重要な共通点（単一ないしほぼ単一の会社に発注、深いサプライヤー関係、在庫の少なさ、

深刻な被害）があるにもかかわらず、リケンの事例においてアイシン精機の事例のような対応が

見られなかった。これはなぜなのか。筆者らの比較分析によると、製品およびその生産方法の特

性（資産の汎用性・特殊性）が復旧パターンの選択肢を制限することが示唆された。被害を受け

た部品の設計と生産方法の関係の特殊性が高いほど、供給の一時的な分散化は困難であり、リケ

ンでは当時も今も不可能であった。企業のリスクマネジメントにおいて、一時的な分散化へのこ

うした制約の存在が理解されないと、その実現可能性に関する過剰な楽観主義と災害に対する準

備不足を引き起こしてしまう。なお、本稿では、以上の 2 つの日本の事例に加えて、他の 2 つ

のヨーロッパの事例を簡単に取り上げる。 
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1．イントロダクション 

 サプライチェーンの途絶は、地震や火事などの自然その他の災害の結果として発生す

ることがある（Kleindorfer and Van Wassenhove, 2004）。最近、最も深刻であったのは 2011

年 3 月に発生したマグニチュード 9.0 の東日本大震災とそれに続く津波と原発事故であ

り、多くの工場に損害を与え、数か月間にわたって世界のエレクトロニクス産業や自動

車産業のサプライチェーンを途絶させた。ルネサスエレクトロニクス株式会社という一

企業をとっても、マグニチュード 8.0 まで耐えるように設計された那珂工場が被災した

ことにより、1 億 5600 万ドルもの損害が発生し、操業を再開するまでに 3 か月を要し

たと報道された（Courtland, 2011）。2011 年秋にタイで発生した未曾有の洪水に遭った

ハードディスク産業や自動車産業などは、2012 年に至るまで対応に追われている。こ

うした災害によるリスクは、品質や納期に影響するサプライヤーの平時の不確かさによ

る操業上のリスクよりも深刻であることが多い。 

 稀だが壊滅的な災害によるサプライチェーンの途絶リスクがますます増大している

ことと、分散化の戦略がそうしたリスクを抑制できることが一般的に考えられている

（Wang, 2006; Wang and Tomlin, 2010）。それにもかかわらず、依然として多くの企業は、

特定のコンポーネントや部品の集中的な調達を行なっている。筆者らは、このような戦

略を緊密な関係の強化（fortification）と呼ぶ。多くの企業では、こうした少数のサプラ

イヤーの利用と、それを活かした素早く徹底的な復旧活動に依存している。この方法が

とられるのは、絶え間なく深化する関係性による長期的な便益と明確な短期的リスクと

のトレードオフが背景にある（Sheffi, 2005 [シェフィー, 2007]; Nakamoto, 2007）。サプラ

イヤーの分散と緊密な関係の強化のという対立する問題において後者を重視する企業

は、災害発生時に海外のマスコミからの激しい批判を受けることが多い（Allbusiness, 

2007; Reitman, 1997a; Chozik, 2007a）。 

 危機の発生時、効果的な復旧活動により損害を小さく抑制できる（Sheffi, 2005;Tomlin, 

2006; Tomlin and Wang, 2010）。トヨタ車のブレーキプロポーショニングバルブ（P-バル

ブ）のサプライヤーであるアイシン精機株式会社（以下、アイシン精機）の刈谷工場で

1997 年に発生した火災の際は、完全に復旧するまでの間、多くの自発的に協力を申し

出たサプライヤーが加工した P-バルブを入手した。このような一時的な分散化の活用

（一時的に代替サプライヤーを活用すること）による復旧活動は注目に値する。アイシ

ン精機の火災の事例は、サプライチェーンのリスクマネジメントの研究において、半ば

伝説的なものとなっている。このことから、途絶が起こった際に損害を抑制するという

点で、一時的な分散化が可能であり、ジャストインタイム（少ない在庫、低コストでの

素早い反応など）と単一の供給源で成り立つサプライチェーンには必然的に復元力があ

るという安易な考え方を生みだした。しかし、深刻な災害からの復旧において、多くの

サプライヤーが関与する一時的な分散化ばかりが見られるのではなく、しばしば違う方

法によって損失した部品の生産を立ち上げる。つまり、ある状況下においては、一時的
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な分散化は不可能なこともある。サプライチェーンの途絶への対応としての一時的な分

散を可能にする条件については、まだ十分に明らかにされていない。 

 本稿は、複数の事例を用いて、経済的（技術的）要因、とりわけ災害対応を可能にし

たり制約したりする資産特殊性について詳細に検討する。これにより、異なる災害に対

応するためのシナリオの比較が可能になる。これを通じて、サプライチェーンのリスク

マネジメントの研究に貢献することを本稿の目的とする。 

まず、本稿では、アイシン精機の事例と、海外ではあまり知られていない 2007 年の

新潟県中越沖地震の際の株式会社リケン（以下、リケン）のピストンリングの生産停止

からの復旧の事例を比較する。この比較は、筆者らがアイシン精機とリケンに対して行

なった現場調査から収集されたデータにもとづく。この 2 つの事例は多くの前提で共通

しているにも関わらず、異なる対応がみられた。2 つの事例とも、深刻な途絶に直面し

た時に、1 社ないしごく少数のサプライヤーからの調達、少ない在庫、サプライヤーと

の深い関係、いった日々のオペレーション上の緊密な協力関係に伴う条件は共通してい

た。しかし、地震によるリケンの操業停止の後では、ピストンリングの生産を代替する

サプライヤーは現れなかった。筆者らの現場調査によると、ピストンリングは個々のエ

ンジンに対して専用設計され、専用設備で製造される資産特殊性の高い（Williamson, 

1981）ものであったため、リケンの場合は一時的な分散化が不可能であったし、今もな

お不可能であることが分かった。筆者らは、多くの複雑な製品の中の部品は特殊な設備

を必要とするため、アイシン精機のような対応よりもリケンのような対応の方が起こる

可能性が高いと考えるが、この点については今後の研究課題とする。 

 本稿の構成は以下のとおりである。2 章では関連する先行研究を参照する。3 章では、

2010 年から 2011 年にかけて筆者らが行った聞き取り調査から得られた新情報をまじえ

て、アイシン精機の事例を取り上げる。4 章では、2010 年に行った聞き取り調査にもと

づき、リケンの操業停止の事例を詳細に取り上げる。5 章では、資産特殊性が比較的低

かったヨーロッパの 2 つの事例を、アイシン精機の事例を補うかたちで簡単に取り上げ

る。6 章では、アイシン精機とリケンの途絶への対応の違いを、基本的な経済的、技術

的要因の共通点や相違点と関連づける。7 章では、筆者らが明らかにした点、本稿の貢

献、今後の研究の方向性を述べ、結論とする。 

 

 

2．先行研究 

2.1 サプライチェーンの途絶リスクのマネジメント 

 サプライチェーンのリスクは大きく 2 種類に分けることができる。一つはサプライヤ

ーの不確かさから来る日常のオペレーションのリスクや、それに伴う余計な需給調整コ

ストである。もう一つは、ストライキ、テロ、火事、自然災害、その他の災害による操
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業の停止のリスクである（Kleindorfer and Saad, 2005; Van Wassenhove, 2006）。主に本稿

は、後者つまり「途絶リスク」に着目する。 

 一般的に途絶リスクのマネジメントは、リスクの抑制すなわち途絶前の備え（risk 

mitigation）と、途絶後の不測の事態に対応する行動（responsiveness）に分けられる（Tomlin, 

2006; Van Wassenhove, 2006）。これまで、マネジャーがサプライチェーンの途絶リスク

を管理するための戦略が研究されてきた。こうした研究によると、リスク抑制策として

は、バッファー在庫を抱えること（Song and Zipkin, 1996; Tomlin,2006）、サプライヤー

の分散化（Tomlin and Wang, 2005; Dada et al, 2007; Tomlin, 2009）、顧客とサプライヤーの

関係の強化（Krause, 1997; Handfield et al. 2000; Liker and Choi, 2004; Krause et al, 2007）

がある。リスクの対応策としては、代替あるいは予備のサプライヤーの活用（Tomlin, 

2006; Chopra et al., 2007; Tomlin, 2009）、需要の変更や管理（Tomlin, 2009）がある。 

 これらの戦略はそれぞれ長所と短所があるが、Tomlin and Wang（2010）が俯瞰的な論

点を提示している。場合によって、これらの戦略を組み合わせることが大きな効果を生

む可能性があるという。例えば、Wang et al.（2010）はサプライヤーとの関係強化とデ

ュアルソーシングの組みあわせを提唱している。一方、Tomlin（2006）は一定の条件下

で在庫を持つこととバックアップのサプライヤーを持つことの組み合わせを提唱して

いる。加えて、サプライチェーンの包括的なリスク管理制度には、リスクの特定・監視・

評価も必要である（Kleindorfer and Saad, 2005）。しかし、リスクがどの程度存在するか

を測定するにも、どのようにリスクを抑制するのかを明らかにするにも、リスクへの対

応策を講ずるにも、必ずコストが発生すること（Van Wassenhove, 2006）に留意する必

要がある。 

 しかし実際には、リスク抑制策と対応策は密接に絡み合っているので、両者を切り離

すことはできない。例えば、途絶前のより良い準備が、途絶後のより効果的な対応を可

能にする（Van Wassenhove, 2006）。さらに、リスクを抑制する要素（在庫、供給源の分

散、メーカー・サプライヤーの関係強化など）は、日々のサプライチェーンの運営にお

いても重要であり、生産性や学習といった全体的な便益にも影響する。しかし、これま

でのサプライチェーンのリスクマネジメントに関する先行研究は、企業のオペレーショ

ン戦略全体に方針を与える長期的な便益にあまり注意を払ってこなかった。本章の以後

の節では、サプライチェーン戦略の便益とリスク、およびリスク抑制に伴うコストに関

して参照する。これによって、3 章と 4 章でふれる本稿の 2 つの主要な事例の文脈を規

定することができる。 

 

2.2 リスク管理に関係するサプライチェーン戦略 

 第一に、サプライチェーンの途絶を予想して在庫量を多く維持することは、操業停止

の期間を短くする可能性がある（Tomlin and Wang, 2010）。しかし、平常時は、在庫量が

多いと運転資金が減少し、操業上の問題が隠れてしまう。これは、途絶が頻繁でない場
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合、特に好ましくないことである（Tomlin, 2006）。第二に、リスク抑制に関する先行研

究では、調達先の集中化あるいは緊密な関係の強化（持っている卵をすべて 1 つのバス

ケットに入れ、注意深く管理すること）よりも、分散化（持っている卵すべてを 1 つの

バスケットに入れないこと）の方が優れているとされることが多い。確かに、分散化は

災害ですべての資源を失うリスクを減らし、途絶期間中に資源を失うことによる損失を

抑制する（Tomlin and Wang, 2010）。また、分散化によって、代替供給源からの学習機会

が生まれ、調達先の切り替えがより容易になることから競争が活発化する。しかし、分

散化によって、操業上、組織上の複雑性の増大によってコストが増加するうえに、サプ

ライヤーとの相互の信頼や関係の深化を制約する。そして、規模の経済をはじめとする

集中によって生み出される価値が減少する（Sheffi, 2005）。 

 分散化よりも緊密な関係の強化を選択すると、災害が発生した場合にすべての資源を

失うリスクは高くなる。また、緊密な関係の強化と、それに伴う追加的なリスクとして

は、知識と技術においてサプライヤーに依存すること（Fine and Whitney, 1999）やホー

ルドアップの問題（Williamson, 1981）がある。一方、緊密な関係の強化によって得られ

る潜在的な便益は、規模の経済のような典型的な効果に加え、Whitney (1993) が指摘し

たような製品設計と生産方法や事業戦略との整合性を高めやすくなることと、整合性に

関する相互学習の機会が提供されることがある。 

当該部品が他の部品や最終製品と強い相互依存性をもつ場合、緊密な関係の強化が特

に重要になる。なぜなら、このような場合は品質、価格、サービスで競争力を持つため

には、メーカーとサプライヤー間における設計と生産の調整が必要となる（MacDuffie, 

2008; Handfield et al. 2000; Wang, Gilland and Tomlin, 2010）。また、メーカーとサプライヤ

ーの調整過程において、特定の 2 社の関係にのみ価値をもつ能力、資産、資源に投資す

る必要が出てくる（Asanuma, 1998; Sako, 1992; Fujimoto, 2007; Luo et al., 2011）。このよ

うな場合は、緊密な関係の強化が必要になる。一方、比較的モジュラーで（Baldwin and 

Clark, 2000）、一般的な代替資源や能力から容易に作れる部品については、分散化は比

較的簡単に実現できる。 

 したがって、リスク抑制の観点からすると、長期的な操業上の便益を享受するために

少量の在庫と関係強化が意図的に選択されているからこそ、「リーン」や JIT のような

サプライチェーンは災害発生時の途絶リスクが高い。リーン生産方式（Womack et al, 

1990）では、コストの最小化（在庫を少なくすること）、問題解決、長期的関係、協調

的な学習と能力構築が強調され、それらすべてが緊密な関係の強化によって促進される。

本稿の 2 つの主要な事例としてとりあげた日本の自動車産業において、一般的にトヨタ

自動車株式会社（以下、トヨタ）や他の自動車メーカーは、サプライチェーンの途絶リ

スクとそれに伴う損失（Sheffi, 2005; Nakamoto, 2007）よりも、在庫の最小化と緊密で強

力な関係の構築（専用設計された自動車コンポーネント・部品を単一のサプライヤーか

ら調達すること）による便益をはるかに重視している（こうした議論に関しては、
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MacDuffie (1995)、Hopp and Spearman(2004)、Fujimoto (2001; 2007)を参照されたい）。こ

のため、災害が発生し、ムダのない（リーンな）サプライチェーンが途絶するたびに、

マスコミから批判されるが、日本の自動車メーカーは一貫して緊密な関係の強化という

戦略を取り続けている（Reitman, 1997a; Chozik, 2007a,b; Allbusiness, 2007; Nakamoto, 

2007）。 

 実は、緊密な関係の強化と少量在庫を持つことはリスクマネジメントにおいて悪い影

響を与えると限らない。途絶後の対応効率の点で良い影響を与える可能性もある。長期

にわたってメーカーとサプライヤーの密接な関係を強化することが、復旧活動における

効果的な協力や調整に役立つ（Kleindorfer and Saad, 2005）。加えて、在庫が少量である

と、サプライチェーンにおいて途絶が発生したときに早期に問題が顕在化するので、素

早い対応が可能である（Nakamoto, 2007）。 

 

2.3 一時的な分散化とその限界 

 途絶への対応が効果的であれば、途絶期間と経済的損失を減らすことができる。途絶

後の対応に関する研究では、一時的な分散化（代替サプライヤーを活用）が注目されて

きた（Sheffi, 2005; Tomlin and Wang, 2010）。Tomlin (2006)では、途絶が頻繁ではないが

長期の場合、「臨時の調達先の変更（contingent rerouting）」（筆者らはこれを一時的な分

散化と呼ぶ）がリスク軽減策として適切であることを示唆している。Tomlin and Wang 

(2010)では、同様の戦略をバックアップ供給と呼んでいる。しかし、こうした研究では

途絶期間中の一時的な手段として単一の代替供給源しか想定していない。さらに、こう

した研究では、代替サプライヤーが途絶以前に決定され契約されることと、十分な予備

の能力を有することを想定している。アイシン精機の事例において、P-バルブの調達は、

完全に復旧する前に備えのないサプライヤーに一時的に分散していた（Reitman, 1997b; 

Nishiguchi and Beaudet, 1998 [西口・ボーデ,1999 参照]; Sheffi, 2005, pp. 211-215）。 

 こうした多方面にわたる一時的な分散化を可能にする要因として、自己組織化や社会

的ネットワーク（Watts, 2003, pp. 254-260）、知識の創発（Kakihara and Sørensen, 2002）、

協働する精神、信頼、能力の共有（Nishiguchi and Beaudet, 1998; Sheffi, 2005）などが考

えられてきた。さらに、Nishiguchi and Beaudet (1998)は、サプライヤーの共同体や系列

を「自己組織化」するメカニズムとして捉え、一時的な分散化に向けた広範なサプライ

ヤーの活用を可能にする信頼の構築と能力の共有を促すと主張した。 

 しかし、同じ文化のコンテクスト（日本）、産業のコンテクスト（自動車部品）、操業

のコンテクスト（JIT、少ない在庫、単社発注）におけるより最近の途絶の事例（リケ

ン）では、リケンとトヨタの対応行動のなかで、アイシン精機の事例とは対照的に代替

サプライヤーが使われなかった。一時的な分散化以外の対応のパターンが明らかに存在

し、知識共有や信頼だけが対応能力に影響する要因ではないことを示唆する。Tomlin and 

Wang (2010)によると、臨時の調達先の変更（contingent rerouting）は、途絶した活動を
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担える追加的な能力を供給者が持っている場合に限り、そして必要なときに追加的能力

（量的なフレキシビリティ）（Tomlin, 2005）がある場合に限り実行可能であるという。 

 一時的な分散化の範囲を制約する条件として、製品設計や生産方法などの要因も考え

られる。部品が組み込まれる製品に対して専用設計されるほど、もしくは生産活動が特

殊なほど、一時的な供給を担えるサプライヤーを見つけるのが困難になるであろう。製

品の複雑性、特殊性（Lamming et al., 2000）、専用設計 vs.標準設計（Asanuma, 1988）と

いったサプライチェーンを規定する製品設計の性質は、生産方法や供給リスクに影響を

与えると考えられてきた。しかし、サプライチェーンのリスクに関する研究において、

製品や生産方法の技術的属性については、あまりに検討されてこなかった。本稿では、

2 つの主要な事例の比較を通して、そうした技術的属性に関わる対応の範囲の違いをも

たらす要因を検討する。 

 以下の章では、まず日本における 2 つの事例について詳細に検討する。その後、ヨー

ロッパにおける 2 つの事例を簡単に検討する。そして、理論的な比較分析を行ない、こ

れらの事例の相違から、途絶への対応を可能にしたり、制約したりする根本的な原因を

明らかにする。 

 

 

3．アイシン精機 

 アイシン精機の刈谷工場で火災が発生した後、自動車のブレーキ用のプロポーショニ

ングバルブ（P-バルブ）のサプライチェーンがどのように復旧したのかについては、

Nishiguchi and Beaudet（1998; 2000 [西口・ボーデ,1999]）が詳細に分析している。後に

他の研究者が様々な観点からこのケースを再検討している（Kakihara and Sørensen, 2002; 

Watts, 2003; Sheffi, 2005）。本稿は、以上の先行研究を踏まえて、筆者らがアイシン精機

に対して 2010 年と 2011 年に行なった独自の聞き取り調査にもとづくものである。 

 アイシン精機は世界トップの自動車サプライヤーの一つであり、ブレーキシステムの

リーディングサプライヤーの一つでもある。図 1 に示されるように、P-バルブは機械加

工された鋳造品であり、多数のバルブ、バネ、シールが中に挿入されている。この部品

の大きさはタバコの箱程度であり、さほど複雑ではないが、安全のためには重要であり、

同じ車種の 4ドア仕様と 5ドア仕様でさえ異なるP-バルブが必要とされる。このように、

装着される車種や仕様ごとに専用設計する必要がある。火災で失われた機械加工工程は、

似ているものの異なる鋳造品に対して、大きさと角度の異なる穴を切削する工程である。

被災した工作機械は、各モデルの異なる要求すべてに対応して作り分けられるものであ

った。 
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図 1 典型的な P-バルブ。左：ペンの長さと比較。右：断面図。 

 

（出所：2010 年のアイシン精機の訪問時に Philipp Mayrl 撮影。） 

（この 2 つのサンプルにおいて、パイプの接続の数や方向が異なること【右の写真で部

分的に見える】に注意されたい。） 

 

 長年にわたり、アイシン精機は、P-バルブのバラエティが増大する中でも、必要な種

類を必要な数だけトヨタに供給する強力なオペレーション能力を構築してきた。アイシ

ン精機がこの能力を高めるにつれて、トヨタはバラエティを増やしてきた。その結果、

アイシン精機は、トヨタのバラエティ要求を満足することと、在庫の最小化、低コスト

で素早く対応することができるようになり、トヨタの P-バルブのほぼすべてを供給する

ようになった。そして、こうしたトヨタの要求に応じるために、アイシン精機は専用設

備を開発した。この専用設備は、少量在庫と短納期サイクルでトヨタの要求する種類の

ミックスに合わせられる迅速な段取り替え能力があり、多数のバラエティをもつ鋳造品

の機械加工が可能であった。この設備が 1997 年 2 月 1 日に焼失した。火事の影響を受

けなったのが鋳造品の供給と、鋳造部品に組み込むコンポーネントの生産工程と、組立

エリアであった。 

表 1 で示されるように、1996 年には、トヨタの日本での P-バルブの購入先の 89.8％

をアイシン精機が占めた。アイシン精機は生産性と規模の経済を追求するため、7 棟の

建屋からなる刈谷工場の中の 1 棟の建屋で国内生産の全量の P-バルブを生産していた。

1997 年の火災発生時には、1 日 32,500 個の P-バルブを生産していた。表 1 は、1996 年

の日本の P-バルブ市場における主要サプライヤーと顧客の間の納入数をまとめたもの

である。 
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表 1 1996 年の日本市場におけるプロポーショニングバルブ（P-バルブ）の１か月の生

産数、購買数 

 

 

（出所：IRC（1999）） 

 

 1997 年 2 月 1 日午前 4 時、刈谷第 1 工場から出火し、木製のパレットに燃え広がり、

建屋は全焼した。出火の原因は特定できていないが、工場の現在の管理層によると、当

時床に置いてあったモーターの過熱が原因である可能性が最も高いという。P-バルブ専

用の特殊な機械加工設備は焼失した。同日午前 9 時までにアイシン精機の P-バルブの生

産能力はほぼすべて失われた。トヨタとアイシン精機は、JIT 生産の原則に従い、2～3

日分の在庫しか持っていなかった。2 月 4 日火曜日には、P-バルブの在庫が払底したた

め、トヨタは国内の 30の車両組み立てラインの 20ラインを停止せざるを得なくなった。

そして、2 月 5 日水曜日には、すべての生産ラインが停止した。その結果、数百のトヨ

タのサプライヤーも生産を停止せざるを得なくなった。 

 当時、トヨタは国内で 1 日約 1 万 5000 台の自動車を生産していた。代替の機械加工

設備や新たな生産場所が必要なため、復旧には何か月もかかると考えられた。しかし、
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P-バルブの供給を補うためにトヨタグループ内外のサプライヤーがすぐに対処したこ

とによって、当初想定された甚大な損害の大部分は防ぐことができた。平常時は単社発

注で、緊密な関係を強化する戦略であったが、このときの対応は一時的な分散化である

と見なせる。 

 元の設備で生産が完全に復旧するまでに、アイシン精機とトヨタは、すぐにアイシン

精機グループ内で代替生産設備を立ち上げ、大半の P-バルブを機械加工するための善後

策を講じた（図 2 参照。筆者らの聞き取り調査。）同時に、しかも火災から 1 日以内に、

他のサプライヤー（P-バルブ生産の経験の少ない企業も含む）は、援助の要請に応じ、

アイシン精機から設計図と技術情報を入手し、鋳造品の代替機械加工の生産場所とタス

クフォースを立ち上げた。これらの機械加工された鋳造部品は、アイシン精機が検査、

承認した後、他のコンポーネントと組み立て、トヨタや他のアイシン精機の顧客企業に

発送された。許容範囲の品質の内製 P-バルブは、2 月 5 日にほんのわずかだけ作られは

じめ、そして一時的なサプライヤーによる許容範囲の品質の P-バルブは 2 月 7 日から供

給されはじめた。火災後の最初の 1 か月間を除いて、元の機械が修復され生産現場に戻

るまで、大半の P-バルブの鋳造品の機械加工がアイシン精機自身によって効率の低い方

法が用いながら生産されたことは注目に値する。一時的な代替サプライヤーは、アイシ

ン精機の需要量の 30％以下の水準で生産を行なった（筆者らの聞き取り調査。） 

 

図 2 アイシン精機の火災からの復旧の経過（イメージ図） 

 

（出所：筆者らの聞き取り調査） 

 

 200 社以上が臨時の鋳造品の機械加工の供給のために関与し、そのうち 62 社が直接

P-バルブを生産した。このような自発的な協働作業は、スケジュールや納入順序の管理

を含めてアイシン精機が編成した。 
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 2 月 6 日木曜日までに、トヨタの組立工場 2 カ所の生産が再開された。火災発生後 9

日目の 2 月 10 日月曜日には、すべてのトヨタグループの工場で火災前の生産量の水準

に戻った。最終的に、アイシン精機が少なくとも 5 週間分の生産量を失ったにもかかわ

らず、トヨタは 4.5 日分の生産量を失っただけで済んだ。アイシン精機とトヨタは数百

億円の損失を受けたと推定される。仮にサプライヤーの協力がなければ、損害はより莫

大なものとなっていたに違いない。 

 アイシン精機のこの火災への長期的な対応は、火災発生時に 7 棟で構成されていた工

場建屋を、火災の発生と延焼を防ぐ設備をフルに備えた新しい 1 棟の建屋に建て替えた

ことである。毎年 2 月 1 日を「アイシン防火の日」とし、火災訓練は頻繁に行われてい

る。2010 年には、アイシン精機はこの刈谷工場を関連会社の株式会社アドヴィックス

に移管し、他の製品に集中することとした。今日、P-バルブの機能の多くは他のブレー

キシステムのコンポーネントに組み込まれ、1997 年と比べて生産量は半分程度になっ

ている。 

 

 

4．リケン 

 2007 年の新潟県中越沖地震の際にリケンがピストンリングの生産を停止した事例を

取り上げる。筆者らは、2010 年の工場訪問と聞き取り調査、新聞記事、出版物、プレ

スリリース、リケンおよびこの地震に関するデータなどから情報収集を行なったうえで、

リケンのピストンリングの生産が、災害後どのように復旧したのかを説明していく。 

 リケンは、日本の最大手の自動車エンジン用ピストンリングのサプライヤーである。

ピストンリングは内燃機関の中の小さな機能部品であり、その精度がエンジンの効率性

と耐久性にとって重要である（図 3 参照）。そのため、ピストンリングの生産には、特

殊な工程や機械が必要となる。自動車エンジン用ピストンリングの主要量産サプライヤ

ーは、日本では 3 社のみである。 

 

図 3 典型的なピストンリング。各ピストンには通常 3 つのリングがあり、それらは異

なる設計と機能を持つ。 

 

（出所：リケン） 
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 1926 年に財団法人理化学研究所大河内研究室の海老原敬吉博士がピストンリングの

新製造法を発明し、特許を取得、商業化した（リケンのホームページ）。以来、リケン

はピストンリングの設計と製造に特化したため、他のサプライヤーがリケンを模倣する

のは困難である。このため、自動車メーカーが、日本国内でピストンリングの調達先を

分散させるのも困難だった（Nakamoto, 2007）。表 2 に示されるように、2005 年にリケ

ンは国内の自動車エンジン用ピストンリング市場の 49.9％（量）を占めており、日本の

主要自動車メーカー12 社すべてに供給していた。 

表 2 2005 年の自動車エンジン用ピストンリングの月平均生産量と購買数 

 

（出所：IRC（2008）） 

 

 すべてのレシプロエンジンにピストンリングがあり、外見は似ている。しかし、ピス

トンリングの設計と生産は特殊性が極めて高く、各エンジンに適合させるためにすり合

わせられる。各ピストンリングは特定のエンジン専用として開発され、設計・試験・ラ

インの承認に 2~3 年を要する。エンジン設計者はリケンを頻繁に訪れ、リングとそのリ
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ングを生産する設備の設計者と綿密にやり取りするという（2010 年筆者らの聞き取り

調査）。 

 2007 年 7 月 16 日午前 10 時 13 分、マグニチュード 6.6 の震源の浅い地震が日本海沿

岸で発生し、つづいて数時間後にマグニチュード 6.8 の震源の深い地震が新潟で発生し

た。リケンのピストンリングの国内生産拠点は柏崎市内にあり、これらの震源の中心に

あったため、大きな被害を受けた。工場設備、とくに比較的重量のある設備に深刻な被

害が出たため、ピストンリングの全生産ラインが再稼働するまでに 2 週間かかった。図

4 は、地震後の転倒した機械や散乱した在庫の様子である。このリケンの生産停止によ

って、自動車産業全体が受けた被害の規模は、約 1000 億円（約 8 億 2000 万米ドル）と

推定された（Arup, 2007）1。 

 

図 4 リケンの被害状況 

 

（出所：リケン） 

 

 この事例では、日本の自動車メーカーはピストンリングの在庫を少量しか持っておら

ず、かつピストンリン グの供給の大部分をリケンに依存していた。地震発生時、リケ

ンは自動車メーカーの多くのモデルのピストンリングの唯一の供給源であった

（Nakamoto, 2007）。リケンの操業が停止したことにより、自動車メーカーは多くのエ

ンジンと完成車を生産できなくなった。 

 トヨタは、国内工場 12 拠点の生産を止めることを余儀なくされ、12 万台以上の生産

に影響した（Global Risk Miyamoto, 2007）。Honda (2007)によると、リケンの生産停止に

よって、自動車生産の 3 拠点、エンジン生産の 3 拠点、2 輪車生産の 1 拠点の計 7 拠点

が停止した。 

 生産停止後、すぐに自動車メーカーはエンジニアリングや修理を含め様々な形でリケ

ンに対して支援を行なった。7 月 19 日付の「Riken Corporation Press Release」によると、

地震後 3 日間で、顧客企業である自動車メーカーや生産設備メーカーは、復旧支援のた

めに多くの設備エンジニアも含めて約 650 人を送り込んだという。トヨタが復旧活動の

指揮をとったが、その際、復旧活動のどの段階でどんな支援が必要かを判断するのに阪

神大震災の経験が活かされた。リケン単独で復旧しようとした場合と比べ、こうしたマ

                                                  
1 この 2007 年の新潟中越沖地震によるリケンの被害額は、15 億円(連結)であった（平成 19 年 10 月 18 日

付「業績予想の修正及び新潟中越沖地震の影響に関するお知らせ」）。 
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ネジメントや協力によって、かなり早期にピストンリングの生産を再開することが可能

になった。リケンも独自に災害からの復旧計画をもっていたが、すぐにそれが不十分で

あることが明らかとなった。生産は、地震後 1 週間以内の 7 月 23 日に再開し（Riken 

Corporation Press Release, 2007）、2 週間以内に完全に復旧した（Global Risk Miyamoto, 

2007）。図 5 は復旧の経過を示したものである。 

 

 

 

図 5 リケンの復旧の経過 

 

（出所：筆者らによる聞き取り調査） 

 

 被災後、この地震の影響のため、リケンは国内の他の拠点や海外にも生産を分散させ

ようと検討し、計画した（Global Risk Miyamoto, 2007）。しかし、この分散化は実施さ

れなかった。むしろ、リケンは建屋を補強し、生産設備を固定するためアンカーを打っ

た。今も同じ生産拠点で国内顧客向けのピストンリングの全量を生産している。ただし、

将来の深刻な途絶に備えるバッファーとして、顧客企業の工場のより近いところに約 1

週間分の在庫を持つようにした。リケンは、依然として日本の自動車産業のピストンリ

ングの大きなシェアを占めている。また、リケンの災害復旧マニュアルも全面的に刷新

された。 

 

 

5．その他のサプライチェーンの災害とその比較 

 本章では、ヨーロッパでのサプライチェーンの災害とその復旧に関する 2 つの事例を

概観する。この 2 つの事例は、ヨーロッパにいる研究者の協力による各社への電話での

聞き取り調査と公刊データにもとづいている。 
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5.1 ドイツの塗装業者における火災 

 2010 年、ドイツの塗装業者において、ある上層のサプライヤーに納入する、ドイツ

の自動車メーカー用ドアハンドルの主力の塗装ライン 2 本が焼失した。当時、このサプ

ライヤーが使用するすべてのドアハンドルの塗装を行なっていた。色が製品の魅力度の

決定要因の一つとなる自動車のような製品では、色合わせがとても重要である。そのた

め、ドアハンドルのような塗装部品を単一のサプライヤーに発注するのはめずらしいこ

とではない。フォルクスワーゲンは同サプライヤーからドイツの車両組立工場用のドア

ハンドルの全量を、アウディ、ダイムラー、オペルもドアハンドルの大半を同社から調

達している。このサプライヤーは、数多くの色を用いて年間 2000 万個、1 日 7 万個の

ドアハンドルを生産している。 

 火災後の数時間で、このサプライヤーの社員は電話で代替塗装業者を探し始めた。競

合のドアハンドルのサプライヤーの協力による代替供給もあった。色と塗装方法に関す

る情報は被災した塗装業者から入手する必要があった。また、ドアハンドルを置いた特

殊な棚も焼失したので、それらの設計図も入手する必要があった。塗装業者はドアハン

ドル塗装ラインを臨時に立ち上げたが、必要な数量の一部しかまかなえなかった。代替

の塗装業者ですべての色と塗装プロセスが立ち上がるのに 3 週間を要した。代替の塗装

業者同士ではコミュニケーションはとらなかったが、このドアハンドルサプライヤーが

それらを調整した。このサプライヤーは、毎日会議を行ない、スケジュールの調整し、

塗装の性質と色の品質確認を行った。そして、代替塗装業者に社員を配置し、生産工程、

新しい棚の構造、色の正確性を確認した。やがて、代替塗装業者はドアハンドルの塗装

に関する調整および自動車メーカーへの塗装済みのドアハンドルの納入に関わる物流

を担うようになった。 

 場合により、代替塗装業者は元の塗装レシピを使える設備を持っておらず、塗装メー

カーは互換性のある内容で色を再現した。何種類かの色に関する秘匿性も障害となった。

ほとんどの自動車メーカーは最終的にそうした情報を提供したが、ある自動車メーカー

は情報提供せずに、火災時に支援を行なった競合のサプライヤー1 社からドアハンドル

の購買を切り替えることに決めた。その他の自動車メーカーは従来のサプライヤーとの

仕事を継続し、しばらくの間は納期が 2 週間ほど遅れていたものの、これらの自動車メ

ーカーの塗装のレシピに対する柔軟な対応によって、すべての車種のドアハンドルを比

較的に早期に調達することができた。被災した塗装業者の復旧作業は 2011 年現在もつ

づいており、サプライチェーンの途絶に直面したドアハンドルサプライヤーは、支援を

提供した他の塗装業者１社にこの仕事の一部を切り替えた。このドアハンドルサプライ

ヤーはすべての代替塗装業者に対して公平に応対したと考えているが、事後の補償交渉

は容易ではなかった。そして、このような問題が再び起こったら、まず補償条件を決め

ることから始めなくてはならないと感じている。 
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5.2 スイスのロトフレックスにおける火災 

 2005 年、ロトフレックス社（Rotoflex）において設備の 80％を焼失する火災が発生し

た。ロトフレックスは、スイスの小さな企業で、食品包装用フィルムの特殊な染料を生

産する企業である。この染料は、可燃性で揮発性のある溶剤を用いている。この産業で

は、火災が他産業と比べて比較的に頻繁に発生する。そのため、通常、火災が発生した

場合、同業他社の間で互いに支援が行われる。スイスではロトフレックスはこの種の染

料を供給できる唯一のサプライヤーであり、このため顧客企業にとっては単一の調達先

となっている。2005 年はこの業界において再編が進んでいた時期で、火災のような事

件はよく買収の口実とされるので、この火災はロトフレックスにとって特に脅威であっ

た。実際、火災に対するロトフレックスの最初の対応の 1 つは競合企業に買収を打診で

あったが、うまくいかなかった。しかし、この競合企業は買収を断ったものの支援を申

し出、もう１社も自発的に支援を申し出た。結局、他の 3 社に余剰生産能力があったこ

とが判明した。この 3 社は、その場での法的、金銭的合意なしで生産立ち上げを行なっ

たが、後日、厳しい補償交渉を行なった。ロトフレックスは顧客のロイヤルティがあっ

たため、生き残ることができた。 

 いくつかの特殊な配合設備が焼失したため、設備メーカーは復旧にむけて代替設備を

急いで作った。残りの設備は修理された。建屋は修復され、6 か月後には生産能力が復

旧したことに加え、同社は事業拡大の希望を持ち、火災前と比べて生産能力を 50％増

した。修復された施設は安全性と火災を抑える機能を大幅に高め、その後に発生した小

規模な出火はすぐにくい止められた。火災とその復旧プロセスは金銭的な支出が大きく、

いまも当時の借金の返済を行なっている。また、ロトフレックスに供給するある化学メ

ーカーが支援策として 6 か月間の前貸しを行なった。 

 

5.3 事例の小括 

 ここまで、日本の 2 つの事例を詳細に述べ、2 つのヨーロッパの事例を概観してきた。

表 3 はこれらの事例の要点をまとめ、共通点と相違点を明らかにするものである。 
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表 3 災害で途絶した単一調達のサプライチェーンに関する 4 つの事例のまとめと比較 
事例 1 事例 2 事例 3 事例 4 

顧客 トヨタ（日本） トヨタ（日本） 
自動車サプライヤー  

（ドイツ） 
食品包装フィルム用染料
製造企業（ヨーロッパ） 

サプライヤー アイシン精機（日本） リケン（日本） 塗装業者（ドイツ） ロトフレックス（スイス） 

時期 1997 2007 2010 2005 

被害 
火事による専用の加工

機械の焼失 
地震による機械の倒

壊 
火事による塗装設備と

備品の焼失 
火事による染料の配合設

備と工場建屋の焼失 

被災した製品、
設備 

ブレーキのプロポーショ
ニングバルブ 

ピストンリング 
複数のメーカー向け自

動車用ドアハンドル 
包装フィルム用の特殊染

料 

製品の重要性 

トヨタが日本国内で生
産するほぼすべての車
に必要。車種ごとに単

一の調達先。 

トヨタが日本国内で生
産する２７％の車に必
要。車種ごとに単一の

調達先。 

自動車部品サプライヤ
ーの顧客企業の需要

の 90%に及ぶドアハンド
ルの塗装。年間2000万
個分の塗装。自動車メ
ーカー１社にとっては単

一の調達先。 

スイス国内では、同様の
配合が可能な塗料メーカ
ーは他に存在しない。す
べての顧客が同社に依

存している。 

被災した工程 
バルブ鋳造の機械加工

工程。 
特殊な機械加工、熱
処理、仕上げ工程。 

塗装工程 
可燃性の配合物からなる

塗料の合成。 

製品の特殊性 

モデルごとに専用設計
され、何種類もあり、

JIT の原則を満たすの
に複雑な管理。 

エンジンに合うリング
の設計と生産工程設
計に 2〜3 年間を要す

る。 

OEM が設計する部品を
OEM 専用色で塗装す

る。 
顧客特殊的な色と配合。

生産方法の特殊
性 

一般的な機械加工；必
要な機械を用いて多く
の生産現場で可能。 

ピストンリングの生産
に特化されている；他
のピストンリングメーカ

ーのみ生産可能。 

多くの塗装業者で可
能。しかし、同一の塗装
方法を使えない業者も
あるが、代替は可能。 

近隣のいくつかの競合企
業で可能。 

とられた対応 

多くの競合企業や他の
生産現場が、自らの現
場で機械加工を代替し
た。1 つの現場だけで

は、さまざまな種類と膨
大な需要に応じること

はできなかった。 

リケンの機械は元に
戻された；この業界に
余剰能力も、開発にか
ける時間的余裕はな

かった。 

競合社の支援、塗装業
者が代替塗装すること
で支援した。火事にあ
った塗装業者は被害の
無かった小さなラインを
立ち上げた；最初は塗
装レシピに関する困難

に直面した。 

ある競合企業 1 社が自発
的に支援した。他の企業
は要請に応じて支援し
た。焼失した設備のメー
カーは入れ替える設備の

生産を加速した。 

停止期間 3 か月間 
1 か月；スケジュール
上の影響は数ヶ月続

いた 

未だ完全復旧していな
い。しかし、ほとんどの
生産工程は修復され

た。単一の調達先の関
係が見直された。 

6 か月間 

代替あるいは復
旧オペレーション
が立ち上がるま

での期間 

4 日間 6 日間 2 週間 
代替サプライヤーで 2 週
間、ロトフレックスで 4 週

間。 

備考 
トヨタは今もこの部品の
単一の調達先の関係を

継続している。 

トヨタが復旧活動を主
導したが、リケンはス
ケジュールおよび顧客
間の優先順位を管理

した。 

部品サプライヤーが復
旧活動を仕切った。いく
つかの新たな塗装業者
は、競合企業と契約し
た。ある OEM は他のド
アハンドルメーカーに切

り替えた。 

同業他社は火事のリスク
を理解しており、相互に
助け合うことがよくある。
調達を切り替えた顧客は
いない。競合の設備を利
用することホールドアップ

問題が発生した。 

（出所：事例 1・2 は、公刊データ、記事、および各企業に対する筆者らの現場訪問と

聞き取り調査にもとづく。事例 3・4 は、公刊データ、および各企業に対する電話イン

タビューにもとづく。） 
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 これらの事例ではすべて、国際的な単社供給のサプライチェーンにおいて深刻な被害

があった。どの事例も、復旧はある程度すぐに行なわれたこと、いくつかの特殊な技術

が被災した製品の生産に影響していること、復旧には創意工夫が必要であったことを示

していた。唯一の大きな相違点は、リケン（事例 2）の場合のみ復旧期間内に生産を一

時的に分散させるのが非現実であった。他の事例では代替サプライヤーや競合企業が自

発的ないし進んで要請に応じ、一時的な分散を行なったことである。 

 特に、ヨーロッパの 2 つの事例は、本質的にアイシン精機の事例とさほど変わらない。

今までの研究においてアイシン精機の事例の要点（日本の顧客―サプライヤー関係の密

接さ、自律的な組織能力、組織学習の過程、JIT や少量在庫システムの実践など）は、

称賛に値するものか、あるいは日本特有の現象であると考えられてきた。しかし、ヨー

ロッパの事例はこれらがより幅広く適用できることを示している。アイシン精機の事例

が際立っている点は、毎日要求される部品数量の膨大さ、代替サプライヤーの多さであ

る。この 2 点は、効率的な代替加工プロセスの無さ、そしてそのかわりに細やかな組織

力が必要であることから生じている。この見方は、アイシン精機の事例で見られた危機

に直面した際の成果や対応能力に関する教訓を決して否定するものではない。 

 逆に、事例 2 からは対応パターンの「変数」を明らかにする例外が示された。リケン

で失われた資産は、代替不可能という点で特殊である。この観点からすると、ヨーロッ

パの事例は、資産がさほど特殊性を必要としなかった点でアイシン精機の事例に類する

事例であったといえる。本来、塗装は汎用的なものではないが、代替サプライヤーにお

いて代替の塗装方法を見つけることができた。以下の章で、このことに焦点を当てた分

析を行なう。 

 

 

6．ディスカッション 

6.1 途絶への対応と限界 

 本稿で取りあげた事例に対する問題意識は、途絶への対応がなぜ異なったのかという

ことである。本章では、これらの異なる対応を、製品、生産方法、調達の集中による便

益／費用に関わる経済的（技術的）条件の違いから説明する。 

 本稿の主要な 2 つ事例において、被災したサプライヤーはトヨタ車用の特定の部品の

単一の供給源であった。アイシン精機の事例は、機械加工できる現場があるため、すぐ

に P-バルブの鋳造部品の機械加工ができ、P-バルブの需要を満たすことが可能である点

が、最大の特徴である。自動車産業以外の企業を含む多くの企業が急速に P-バルブの生

産を立ち上げられた。この事実は、対応した企業の大半にとって、最初の 1～2 日は苦

労したものの、P-バルブの機械加工を習得し正確に行なうことがさほど難しくないこと

の証左である。通常の生産立ち上げにおいても、1〜2 日間の困難はある。しかし、特
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定のエンジンの中で適切に機能するピストンリングを即座に作ることは、他のピストン

リングメーカーでも困難である。ピストンリングとエンジンは、正確な設計と生産技術

を実現し、量産時の最終製品が正確に設計要求を満たしているかを確かめるため、各設

計者が頻繁かつ密接な調整を 2～3 年程度にわたり協働して設計されるものだからであ

る（2010 年のリケンに対する筆者らの聞き取り調査）。 

 P-バルブの生産方法と生産工程は、完成車の生産からは割と独立している。一方、P-

バルブの設計は特定の車種の設計と関連がある。自動車と P-バルブの関連性は、基本的

な生産方法に影響しない微妙な形状やインターフェースの違いを生む。1997 年の火災

時の支援においては、代替サプライヤーは、アイシン精機が行なっていた加工方法を利

用しなかったし、アイシン精機と同等の低コスト、高フレキシビリティ、大量生産によ

る成果までは実現しなかった。しかし、量と種類のコンビネーションが異なる代替的な

加工方法はすぐ（数時間ないし数日間で）習得できる程度に、P-バルブの加工工程は十

分に標準的である。災害対応において、膨大な量や種類の要求があったからこそ、割と

非効率的な代替加工方法を採用していた代替サプライヤーも数多く必要とされた。アイ

シン精機のように 1 社だけが P-バルブの全種類の必要な量を供給する必要がなかった

うえに、１社だけで賄えるような代替サプライヤーは存在しなかったと考えられる。 

 P-バルブの生産方法の非特殊的な性質と、即座にサプライヤーを代替できる容易さは、

製造される部品として一般的ではないと考えられる。自動車においては、汎用のファス

ナーを最も特殊性の低い部品とみなすことができる。サイズや内部構造がある程度標準

的であるため、タイヤも一定の互換性がある。しかし、その他のほぼすべての部品は、

オルタネータやラジエータからインパネに至るまで、特定の車種に専用設計されるもの

である。こうした部品をそれぞれ生産できるメーカーがあるとしても、特定の車種に適

合するように各部品を作り分けるのに、設計がそれぞれ数か月ないし数年を要する。大

量に、膨大なバリエーションの部品を災害後の短期間で一時的に分散させることができ

るのは、稀な場合のみであると考えられる。 

 ピストンリングのような部品の場合、一時的な分散化は不可能である。ピストンリン

グは、設計と生産方法においてエンジンとの緊密なすり合わせが求められるため、自動

車部品の中で最も特殊性の高い部品の一つである。このすり合わせは、災害後の代替サ

プライヤーを見つけることを困難にさせるのだけでなく、ある 1 つのエンジン用のピス

トンリングの生産を 2 社以上のサプライヤーから調達することを非現実なものとする。

なぜなら、長期の設計プロセスと正確な生産方法の検証を複製するために、費用と時間

がかさむためである。このことは、サプライヤーと組立メーカーの間で高い資産特殊性

（Williamson, 1981; 1985）を生む。資産特殊性は、経済理論と取引コスト論において重

要な概念である。資産特殊性が高いと、必要なときに必要な能力を獲得あるいは習得す

ることが難しくなる。日本のピストンリング産業の歴史的な進化過程、つまり現在では
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3 社の自動車用ピストンリングの量産メーカーしか日本に存在していないことは、一時

的な調達の分散化の可能性をさらに減らすものである。 

 加えて、2 つの事例では偶然も重要な意味を持った。仮に、アイシン精機の火災がブ

レーキ用マスターシリンダーの大半の生産を行っていた隣の現場で起こっていたら、マ

スターシリンダーは加工がより難しいため、事例で観察されたような素早い対応を取る

ことは困難であったと考えられる（アイシン精機に対する筆者らの聞き取り調査）。同

様に、もしマグニチュード 6.6 ではなく、マグニチュード 9.0（2011 年 3 月の東日本大

震災の規模）であったなら、リケンの専用設備への損害は一時的ではなく、恒久的なも

のとなり、途絶が数か月に及んだと考えられる。 

 本稿の主要な事例として取り上げた企業は、基本的な方針を変えていない。トヨタの

サプライチェーン戦略は、単社発注とサプライヤーとの長期的関係を維持している。そ

して、トヨタは設計における相乗効果とオペレーションにおける便益の両方の成果を大

いに上げている。ADVICS（アイシン精機の P-バルブ生産を引き継いだ関連会社）は依

然としてトヨタの P-バルブのほぼ全量を供給しており、リケンは日本国内に他のピスト

ンリング工場を建てていない。地震を避けることはできないが、壊滅的な被害に遭うこ

とは稀であり（マグニチュードが 1 大きくなると、地震が起こる可能性は 10 分の 1 に

なる）、通常、直径数十 km 以内で地震が起こる間隔は長い。大地震や大火事といった

リスクへの対策として、大量の在庫や予備の余剰能力を持つことは、経済的に決して現

実的な選択ではないであろう。そのかわり、2011 年 3 月の地震時の対応でみられたよ

うに、集中して復旧に取り組むことが唯一の現実的な方策である。 

 

6.2 サプライチェーン戦略と緊密な協力関係の耐久性 

 アイシン精機とリケンの事例を取り上げたことにより、サプライチェーン戦略が似て

いる場合の災害対応を比較することができた。平常時のオペレーションに関して、トヨ

タ、アイシン精機、リケンは、調達戦略として緊密な関係の強化を行なっていたし、災

害後も同様である。筆者らのインタビューにおいて、この 3 社はすべて、この一見リス

キーな選択からの便益を享受していたと強調していた。 

 資産特殊性が製品と製造の洗練性のカギとなる自動車用ピストンリングの事例では、

調達を分散化することは、オペレーションと組織の複雑性を増大させ、集約化により得

られる価値（品質、コスト、納期）を失わせるため、調達の集約化を行なっている競合

企業と比べて不利になってしまう。ピストンリング産業全体としては、日本国内では集

約化している（表 2）。アメリカの同部品のサプライヤー数は多いものの、アメリカの

自動車メーカーも特定のエンジン用のピストンリングに関しては単社発注の戦略もと

っている。 

 P-バルブの機械加工の資産特殊性が比較的低く、アイシン精機の復旧における一時的

な代替が成功したことから、この部品については、平常時でも調達の分散化が可能であ
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ると考えられる。このことは、供給の途絶リスクを低減させ、災害後の復旧コストや利

益の喪失を低減できる可能性を示したと言える。簡単に言うと、P-バルブの調達の分散

化は実現可能な選択肢であるが、トヨタは日々のオペレーションでそれを実行している

わけではない。なぜなのだろうか？ 

 一般的に、調達において緊密な連携を行なうことにより、製品設計と生産方法の整合

性を高めることができ、そうした整合性に関する相互学習を促進し、規模の経済を実現

することができる。トヨタの P-バルブの調達の事例では、トヨタ車が膨大な種類の P-

バルブを使うため、競合企業よりも高いパフォーマンスを示したサプライヤーはフレキ

シブルなオペレーションと効率的なオペレーションを併せ持つ必要があった。トヨタの

要求するバラエティに応じるため、アイシン精機はトヨタの JIT原則に合致するような、

段取り替えコストが低いかゼロのフレキシブルな設備を開発し、使用した。アイシン精

機以外のメーカーも P-バルブの生産を行なう能力はあったにもかかわらず、トヨタが

P-バルブの種類を増加させたときに複雑な要求を満足させることはできなかった。これ

により、アイシン精機は競合企業と比べて圧倒的なコスト優位となり、1997 年までに

日本国内のトヨタ向け P-バルブのほぼ全量を担うまでになった。 

 リケンがそうであったように、アイシン精機も特殊性の高い資産をつくりあげた。両

社の違いは、P-バルブの一時的な代替サプライヤーはアイシン精機の特殊な設備をまね

る必要がなかったことである。それぞれの代替サプライヤーはある程度の種類と量の

P-バルブの加工さえができれば十分だったのである（ヨーロッパの 2 つの事例と同様で

ある）。こうした代替の設備は相対的に非効率的であったため、多くの代替サプライヤ

ーが必要とされた。トヨタとアイシン精機が立地する日本の三河地区は、近隣にトヨタ

や三菱自動車の工場などがあり、長い間、航空機の生産の中心地であった歴史もあるた

め、機械加工を行なう現場が豊富に存在している。 

 まとめると、特定の能力の必要性が低く、代替を入手しやすい資産の分散化は比較的

容易である。アイシン精機の P-バルブはこれに当てはまる。特殊な資産や代替手段が乏

しいとき、分散化を行なうのは困難になる。リケンのピストンリングはこれに当てはま

る。しかし、いずれの場合においても、トヨタは、学習および品質や生産の向上、とい

う長期的な便益が途絶リスクをはるかに上回ると見ているため、過去も現在も日々の調

達に関して分散よりも緊密な連携の強化を選択している。 

 

 

7．結論 

 本稿では、日本における 2 つの災害への対応事例の共通点と相違点を明らかにし、さら

にヨーロッパの 2 つの事例を加えた。そして、一般的な経済理論の体系と関連付けた。本

稿の主な結論は、被災した製品や生産工程で必要とされる資産特殊性がサプライチェーン

の途絶への対応の範囲を制約するということである。しかし、サプライヤーとの緊密な連
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携の強化の戦略による長期的な便益が、途絶リスクを上回ると考えられているため、トヨ

タ（他のリーンな企業も同様）は、緊密な連携による調達戦略にこだわっていることが分

かった。筆者らは、競争的な産業では、即時の一時的な分散化が可能な程度に生産方法が

汎用的な製品が比較的に少ないと考える。したがって、アイシン精機のような対応と比べ、

リケンのような対応が災害後の対応としてより多く見られると考えられる。 

 本研究は、災害対応に影響する経済的（技術的）要因を明らかにすることにより、サプ

ライチェーンのリスクマネジメントに関する研究に貢献するものである。実務者に対して

は、一時的な代替を制約する基本的条件の無理解、あるいは一時的な代替の可能性への過

剰な楽観主義によって、災害への準備が不十分ないし不適当なものとなる可能性が高いと

本稿が示唆する。したがって、途絶したサプライチェーンの復旧のために現実的に可能な

対応の範囲と、特にそれぞれの対応の仕方を可能にする（制約する）条件を理解すること

が、サプライチェーンのマネジャーにとって重要なこととなる。本稿では、こうした可能

にする（制約する）要因として資産特殊性を明らかにした。 

 今後は、以上の理解をさらに深めるために、他の事例（より多くの国、産業、製品）を

検討することが必要である。より多くの事例を比較することにより、サプライチェーンの

途絶への対応の選択肢や、対応に影響する隠れた他の要因を明らかにすることができると

思われる。 
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